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STEP１-１ 基本情報STEP１-１ 基本情報
組合コード 24641
組合名称 オエノンホールディングス健康保険組合
形態 単一
業種 食料品・たばこ製造業

令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
被保険者数
* 平均年齢は
特例退職被保
険者を除く

1,136名
男性75.8%

（平均年齢47.7歳）*
女性24.2%

（平均年齢44.0歳）*

-名
男性-%

（平均年齢-歳）*
女性-%

（平均年齢-歳）*

-名
男性-%

（平均年齢-歳）*
女性-%

（平均年齢-歳）*
特例退職被保険
者数

0名 -名 -名

加入者数 1,984名 -名 -名
適用事業所数 9ヵ所 -ヵ所 -ヵ所
対象となる拠点
数

16ヵ所 -ヵ所 -ヵ所

保険料率
*調整を含む

101.30‰ -‰ -‰

健康保険組合と事業主側の医療専門職
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
常勤(人) 非常勤(人) 常勤(人) 非常勤(人) 常勤(人) 非常勤(人)

健保組合 顧問医 0 0 - - - -
保健師等 0 0 - - - -

事業主 産業医 0 7 - - - -
保健師等 0 0 - - - -

第3期における基礎数値
（令和4年度の実績値）

特定健康診査実施率 
(特定健康診査実施者数÷
特定健康診査対象者数)

全体 1,003 ∕ 1,152 ＝ 87.1 ％
被保険者 798 ∕ 832 ＝ 95.9 ％
被扶養者 205 ∕ 320 ＝ 64.1 ％

特定保健指導実施率 
(特定保健指導実施者数÷
特定保健指導対象者数)

全体 76 ∕ 164 ＝ 46.3 ％
被保険者 74 ∕ 155 ＝ 47.7 ％
被扶養者 2 ∕ 9 ＝ 22.2 ％

令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
予算額(千円) 被保険者一人

当たり金額（円） 予算額(千円) 被保険者一人
当たり金額（円） 予算額(千円) 被保険者一人

当たり金額（円）

保健事業費

特定健康診査事業費 6,950 6,118 - - - -
特定保健指導事業費 3,600 3,169 - - - -
保健指導宣伝費 950 836 - - - -
疾病予防費 55,550 48,900 - - - -
体育奨励費 402 354 - - - -
直営保養所費 0 0 - - - -
その他 4 4 - - - -
　
小計　…a 67,456 59,380 0 - 0 -
経常支出合計　…b 659,140 580,229 - - - -
a/b×100 （%） 10.23 - -
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令和6年度見込み 令和7年度見込み

令和8年度見込み

(歳)

(人)
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男性(被保険者) 男性(被扶養者) 女性(被保険者) 女性(被扶養者)
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男性（被保険者）男性（被保険者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 0人 15〜19 5人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 25人 25〜29 49人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 44人 35〜39 69人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 97人 45〜49 128人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 189人 55〜59 139人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 81人 65〜69 23人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 4人 70〜74 -人 70〜74 -人

女性（被保険者）女性（被保険者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 0人 15〜19 1人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 13人 25〜29 23人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 31人 35〜39 28人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 33人 45〜49 39人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 53人 55〜59 29人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 15人 65〜69 3人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 3人 70〜74 -人 70〜74 -人

男性（被扶養者）男性（被扶養者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 38人 5〜9 47人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 72人 15〜19 73人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 37人 25〜29 3人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 2人 35〜39 0人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 0人 45〜49 0人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 1人 55〜59 0人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 0人 65〜69 0人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 1人 70〜74 -人 70〜74 -人

女性（被扶養者）女性（被扶養者）
令和6年度見込み 令和7年度見込み 令和8年度見込み
0〜4 30人 5〜9 52人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 78人 15〜19 73人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 38人 25〜29 9人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 9人 35〜39 22人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 35人 45〜49 54人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 75人 55〜59 57人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 27人 65〜69 12人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 1人 70〜74 -人 70〜74 -人

基本情報から見える特徴

・当健保の母体企業は主として酒類・食品を製造、販売する事業を行っている。
・当健保は被保険者全体の７６％が男性で女性の割合は２４％と男女比はこの数年間変動はない。
・当健保の平均年齢は46.80歳と毎年0.20歳程度上昇している。
・令和３年に保険料率をそれまでの１１０．４５‰から１００．００‰（調整保険料を除く）に引き下げて現在に至る。
・疾病予防を中心に保健事業を進めており、その費用・保健事業費のウェイトは高いものとなっている。
・特定健康診査は令和4年は前年並みであったが、特定保健指導は委託企業変更により実施勧奨に失敗し参加率が10%減少し46.7%となった。
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STEP１-２ 保健事業の実施状況STEP１-２ 保健事業の実施状況
保健事業の整理から見える特徴保健事業の整理から見える特徴
1.特定健診は定期健康診断と医療機関健診（人間ドック含む）で実施しており、実施率は95%以上である。
2.特定保健指導は事業主の協力と指導対象者の生活改善意識の向上が必要である。実施率がこの数年下降気味であり事業所によって温度差がはげしい。
3.生活習慣病のリスク所有者への対策は、加入者および事業主への協力が必要であるが、今一つ徹底されていない。
4.健診受診者や先権者対象者の未実施者に対する健診実施勧奨が徹底されていない。
5.事業主と健保との協働については、さらに再考・注力が必要である。

事業の一覧事業の一覧
職場環境の整備職場環境の整備
　保健指導宣伝 　健康管理事業推進委員会の開催
加入者への意識づけ加入者への意識づけ
　保健指導宣伝 　健康保険組合ホームページ
　保健指導宣伝 　機関誌の発行　「健保だより」
　体育奨励 　ＩＣＴツールの活用
個別の事業個別の事業
　特定健康診査事業 　特定健診事業
　特定保健指導事業 　特定保健指導
　疾病予防 　二次健診
　疾病予防 　婦人健診
　疾病予防 　歯科健診
　疾病予防 　インフルエンザ予防接種
　疾病予防 　健康相談
事業主の取組事業主の取組
　1 　定期　健康診断
　2 　産業医面談（衛生委員会）　実施
　3 　雇入れ時健康診断
　4 　メンタルヘルス研修
※事業は予算科目順に並び替えて表示されています。
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職場環境の整備職場環境の整備
保
健
指
導
宣
伝

1,2
健康管理事業
推進委員会の
開催

保健事業の円滑な運営に関すること、また計画・結果に関することに
つき意見・提案・要望をまとめ検討する。 全て 男女

18
〜
74

加入者
全員 15 年2回の開催（5月、11月） 保健事業について各事業所の意見を集

約し効果的な運営を目指す。
４年前に開催、２回実施したが、コロ
ナ禍で中断したままとなっている。今
後の委員会の方針を今一度確認する。

3

加入者への意識づけ加入者への意識づけ
保
健
指
導
宣
伝

2,5 健康保険組合
ホームページ

【目的】
健康保険組合の現況の報告。健康保険制度に関する理解。
健康管理や疾病予防などの情報を与え健康に関する関心を健康維持に
導く。
【概要】
健保のお知らせ。公告。健保制度の説明。各種届出用紙の掲載・出力

全て 男女
18
〜
74

加入者
全員 600

直近のニュース・情報の配信
規約・規程の改訂など
随時更新する

正確かつ迅速な情報発信を心がける
ＷＥＢやＩＣＴ環境のない対象者への
対策を講じる。
（他媒体　機関誌「健保だより」など
）

5

2,5
機関誌の発行
　「健保だよ
り」

【目的】
健康保険組合の現況の報告。健康保険制度に関する理解。
健康管理や疾病予防などの情報を与え健康に関する関心を健康維持に
導く。
【概要】
年2回の発行・配付

全て 男女
18
〜
74

加入者
全員 620 機関誌を年２回発行

（5月、10月　予定）

マイナ保険証など、その時期に合致し
た情報提供により、健保に係る保健事
業について告知。健保の予算や決算の
誌面報告。
常備薬斡旋のチラシも同封する

内容のマンネリ化を防ぎ、被保険者が
必ず目を通す機関誌としたい。事業会
社の社内報と同様に、当面”紙の印刷物
”とし、ＷＥＢ化は見送る。
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体
育
奨
励

2,5 ＩＣＴツール
の活用

ＩＣＴツールの活用
・健康管理や疾病予防などの情報を与え健康に関する関心を健康維持
に導く。
・健康関連イベントの開催
　　①ウォーキングラリー「からだルネッサンス」の年二回実施（春
秋）
　　②体重測定ラリー　（毎日の体重変化の意識付け）
　　③健康クイズ　（健康維持のための知識を向上させる）
　　イベント目標達成者には、ポイント付与。集めて商品交換可能。

全て 男女
18
〜
74

加入者
全員 402

・随時・ＩＣＴ企画会社による最新情
報の提供
　・ウォーキングラリー（4月・10月）
　・体重測定ラリー（12月〜1月）
　・健康クイズ（2月）
・医療費の通知（毎月）
・ジェネリック医薬品の通知（毎月）
・健診結果（毎年4月初めに更新）

・健康関連イベントは参加者の拡大を
目指す。

・ＩＣＴツール利用に関し、「登録」
が必要であるが、現在被保険者全体の5
5％しか
登録がない。登録率の向上が求められ
る。
・ＩＣＴ環境がない対象者への対策も
必要

4

個別の事業個別の事業

特
定
健
康
診
査
事
業

3 特定健診事業 【目的】加入者の健康促進、受診率向上、健康状態の把握
【概要】特定健診より検査項目の多い人間ドックを実施 全て 男女

40
〜
74

加入者
全員,基
準該当

者
6,950

【被保険者】
年度　　受診者 ∕ 対象者：受診率
R1年　　860人∕ 877人：98.1%
R2年　　868人∕ 879人：98.7％
R3年　　817人∕ 827人：98.8％
R4年　　798人∕ 832人：95.9％
【被扶養者】
年度　　受診者 ∕ 対象者：受診率
R1年　　205人∕ 325人：63.1%
R2年　　183人∕ 311人：58.8％
R3年　　188人∕ 286人：65.7％
R4年　　205人∕ 320人：64.1％

・勤務時間内の受診
・未受診者への受診勧奨
・健保負担３万円＋消費税分での個人
負担の軽減

・被扶養者の受診率向上 4

特
定
保
健
指
導
事
業

2,4 特定保健指導
【目的】生活習慣病予防のための生活習慣の改善
【概要】「動機付け支援」「積極的支援」を外部委託業者の指導のも
と実施

全て 男女
40
〜
74

基準該
当者 3,600

年度　実施者∕対象者：実施率
R1年　130人∕210人：61.9％
R2年　140人∕206人：68.0％
R3年　119人∕162人：73.4％
R4年　 76人∕164人：46.3％

・事業主の協力のもと業務時間内に実
施

・毎年対象者となる者のモチベーショ
ンの低下
・要件を満たしていても、本人が希望
しない場合は実施を見送っている実情
・被扶養者未実施（毎年数名に止まる
）
・Ｒ4は委託業者変更によりポイントを
下げてしまった。

3

疾
病
予
防

3,4 二次健診 【目的】疾病原因の早期発見と重症化回避、医療費軽減
【概要】胃。大腸の要精密検査対象者に実施（全額費用健保負担） 全て 男女

18
〜
74

加入者
全員 960

【対象者数】
Ｒ4年　24名　　Ｒ5年　19名（直近）
【時期】
4月の健診開始時より発生次第随時実施
通年対応

再検査により治療の判定が明確になり
、早期治療に繋がる

健診結果が再検査でも放置する例があ
る。
胃・大腸以外でも、対応が必要な部位
についても検討が必要

3

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

事業名事業名 事業目標事業目標
対象者対象者

事業費事業費
(千円)(千円)

振り返り振り返り
注2)注2)
評価評価対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 実施状況・時期実施状況・時期 成功・推進要因成功・推進要因 課題及び阻害要因課題及び阻害要因
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3,4 婦人健診
【目的】女性特有の疾病の早期発見。（乳がん・子宮頸がんなど）
　　　　その他の疾病を含め健診
【概要】被保険者に加え被扶養者配偶者も対象とし実施

全て 女性
25
〜
74

基準該
当者 8,120

令和5年受診者数　276名
現在の被扶養者まで対象として10年以
上になる。検査項目も胸部Ｘ線に加え
胃部Ｘ線を追加。実施時期は原則毎年4
-10月。

婦人健診費用の健保負担
子宮頸がんや乳がんの早期発見

被保険者の更なる健診受診
被扶養者（配偶者）への健診認知度の
向上

4

3,4 歯科健診

【目的】口腔疾患診査と歯石除去および歯みがき指導
　　　　口腔疾患がもたらす疾病の予防
【概要】集団健診　　 事業会社事業所15ヶ所での歯科健診
　　　　ﾌｧﾐﾘｰ健診　　東名阪+福岡+札幌の会場での他健保との共同開
催
　　　　ﾈｯﾄﾜｰｸ健診　 委託業者指定の全国の歯科医での健診

- 男女
0

〜
74

加入者
全員 3,990

【実施状況】令和5年度
　　　　被保険者　被扶養者　　合 計
　
集団健診　477名　　　 7名　　 484名
ﾌｧﾐﾘｰ健診 20名　　　29名 49名
ﾈｯﾄﾜｰｸ健診　4名　　　 3名 7名
合計　　　501名　　　39名　　540名
受診率　　44.1%　　 4.6%　　　27.2
%
【時期】　対象者　年1回無料受診
集団健診　　４~10月（年1回の開催）
ファミリー　６~８月、1~３月
ﾈｯﾄﾜｰｸ　　　４~12月

令和2年に被保険者の歯科健診の無償化
令和3年に被扶養者の歯科健診の無償化
上記で受診率が上昇（被保険者）
平成28年　8.1％→令和5年　44.1％

被扶養者の健診機会の増強
歯科健診後の通院勧奨及び特定保健指
導

4

3 インフルエン
ザ予防接種

【目的】インフルエンザ重症化予防
【概要】①事業会社事業所での集団接種　8か所
　　　　②医療機関での個別接種（集団接種が企画できない地区など
）
　　　　対象は、被保険者・被扶養者（学生を除く）　
　　　　費用全額補助（1回/1名）

全て 男女
18
〜
74

被保険
者 3,800

接種時期　10-1月
【令和5年度】
　　　　　接種人数　接種率
被保険者　878名　　77.3％
被扶養者　117名　　13.8％
合　　計　995名　　50.2％

・業務時間内の予防接種
・集団予防接種を受けられない場合・
地域はホームドクター等最寄りの医療
機関の利用可能
・全額健保負担（年1回）

被保険者の接種率は6-7年前から75-80
％とほぼ横ばいとなっている。 4

5,6 健康相談
【目的】メンタルを含む健康相談
【概要】電話相談からＩＣＴサイト版に変更（Ｒ4年）
　　　　ＩＣＴサイトで健康相談、メンタルヘルス相談と優良医療機
関の紹介
　　　　が実施できる。（ＩＣＴサイト；「クリンタル」(JMDC社)）

全て 男女
18
〜
74

加入者
全員 253

電話相談時は1ヶ月平均2-3件の相談件
数。
Ｒ4年にＩＣＴ化されて5-6件の実績

ＩＣＴ化により、相談時間の制約が減
少した
サイトではチャットポットの設定があ
り、会話のように気軽に相談ができる
。

利用者が少ない
ＩＣＴサイトの内容が認識されていな
い
ＩＣＴ環境を整える。（登録促進等）

2

注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導・受診勧奨  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．後発医薬品の使用促進  ８．その他の事業
注２) １．39%以下  ２．40%以上  ３．60%以上  ４．80%以上  ５．100%

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

事業名事業名 事業目標事業目標
対象者対象者

事業費事業費
(千円)(千円)

振り返り振り返り
注2)注2)
評価評価対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 実施状況・時期実施状況・時期 成功・推進要因成功・推進要因 課題及び阻害要因課題及び阻害要因
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事業主の取組事業主の取組

定期　健康診断
【目的】
常時雇用されている従業員への健康診断
【概要】
労働安全衛生規則44条に基づく定期健康診断と、健保が保健事業と
して実施する特定健康診査、生活習慣病の健診を併せて実施する。

被保険者 男女
18
〜
74
【令和5年度】
定期健康診断と人間ドックを合わせて受診率100
%を目指す。

工場を中心とした事業所の巡回集団健診とその
他、医療機関での健診を実施。

データヘルス第2期において受診率は90%台前半
にとどまっていた。100％へ向けての対策が必要
。

無

産業医面談（衛生
委員会）　実施

【目的】
職場環境の改善や労働者の身体面・精神面の健康維持について議論
。
【概要】
労働安全衛生法第18条に基づき、常時従業員50名以上の事業場にお
いて設置が義務付けられている。

被保険者 男女
18
〜
74
【令和5年度】
各地区の産業医による月1回の衛生委員会の開催
。および産業医面談の実施。

・衛生委員会委員による健康維持の啓発活動
・産業医面談での被保険者の健診結果で問題の
あった対象者との面談を実施。健康指導や受診
勧奨が定期的におこなわれている。

産業医面談のいろいろな役割（就業判定など）
もあり、産業医の時間・人数とも不足している
状況である。

無

雇入れ時健康診断
【目的】
常時雇用する労働者の健康状況を確認し、適正な就業配置を行う。
【概要】
労働安全規則第43条に定められている。

被保険者 男女
18
〜
74
【令和4年度】
実施率100% 法定健診のため必須項目 健診実施と採用日までの期間が短く医療機関の

空きが厳しくなっている。 無

メンタルヘルス研
修

目的】新任経営職研修の一環として経営職としてのメンタルヘルス
についての理解を深めさせる
【概要】半日外部講師によるメンタルヘルス指導のノウハウを学ぶ

被保険者 男女
35
〜
45
秋期に半日研修を受講

新任経営職の職責の一つとしてメンタルヘルス
ケア、下位者への対応等が学べる
課題及び阻害要因

既に経営職になっている者達でも対応に苦慮し
ている者達が少なからずいると思料する 無

事業名事業名 事業の目的および概要事業の目的および概要
対象者対象者 振り返り振り返り 共同共同

実施実施資格資格 性別性別 年年
齢齢 実施状況・時期実施状況・時期 成功・推進要因成功・推進要因 課題及び阻害要因課題及び阻害要因
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STEP１１-３３ 基本分析基本分析

登録済みファイル一覧登録済みファイル一覧
記号 ファイル画像 タイトル カテゴリ コメント
ア 1.加入者数 加入者構成の分析 ・2021年に希望退職も実施したため、被保険者が減少している

・被扶養者数は逆に増加している
・加入者合計では、ほぼ横ばいの状況である。

イ 2.医療費 医療費・患者数分析 ・2022年の総医療費は2020年と比較して7％増加。伸びが大きくなってい
る
・2022年のレセプト種別１人当たり医療費も2020年と比較して7.3％増加
している。
・2022年度の年代別医療費は50～54歳が一番多く構成比で25.4％、次いで
55～29歳が13.9％で50代合計で全体の39.3％に上る。
・2022年度の被保険者、被扶養者に医療費を見ると、被保6.6％増、被扶7.
8％増とどちらも増加幅が大きくなっている。

ウ 3.受診人数 医療費・患者数分析 ・2022年と2020年のレセプト件数はほぼ横ばいである。
・2022年と2020年の１人当たりのレセプト件数もほぼ横ばいである。
・受診人数と受診率は2022年は2020年と比較して減少している。
・上記のことから医療費が増えて受診状況が減少していることで、１件当
たりの医療費が増大していると推測できる。

エ 4.　ＩＣＤ－１０大分類別医療費状況 医療費・患者数分析 ・2022年度の大分類別で医療費が一番大きいのは、「新生物」で次いで「
循環器系」「呼吸器系」「消化器系」と続く
・他健保の平均値と比較すると「循環器系」が平均を大きく上回っていて
、「内分泌・代謝」が続く。「新生物」も高い数値。

オ 5.主要疾病有病者数 医療費・患者数分析 ・2022年の有病者数。がん47名、精神疾患156名、高血圧症252名、糖尿病
129名、人工透析実施者2名
・主要疾病の有病者率　がん　2.32％、精神疾患　8.72％、高血圧症　14.9
7％、糖尿病　5.09％、人工透析　0.05％
　　（高血圧症の健保平均は8.85％であるので、当健保は70％平均より高
い）
・（参考）2022年のCOVID-19の有病者433名

カ 6.医薬品状況 後発医薬品分析 ジェネリック医薬品使用率　数量ベース
　医科入院が減少、医科入院外が増加、調剤は増加、歯科は減少　全体で
は82.9％と前年から1.6%増であった。
薬効分類別では、金額で「その他の代謝性医薬品」「腫瘍用薬」「循環器
官用薬」「ホルモン剤」の順に総額が高い。
高額薬剤は「アレセンサ」（11,211千円/1回）、「ステラ―サ」（7,608千
円/1回）など
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キ 7.適正受診 健康リスク分析 2022年度の重複受診者数は10名　重複受診者率は0.76％　（健保平均0.82
％）
2022年度の頻回受診者数は1名　 頻回受診者率は0.15％　（健保平均0.19
％）

ク 8.適正服薬 健康リスク分析 2022年度　重複服薬者数　15名　　重複服薬率　0.96％　（健保平均　0.9
1％）
2022年度　多種服薬者数　94名　　多種服薬率　5.65％　（健保平均　4.0
3％）　※成分数が6種類以上

ケ 9.高額医療費 医療費・患者数分析 2022年度　高額レセプト件数　　　入院53件、　　入院外22件　　　合計
75件
2022年度　高額レセプト発生率　　入院41.73％　 入院外0.18％
2022年度　高額レセプト金額割合　入院85.28％　 入院外11.52％

コ 10.生活習慣病治療中断者数 健康リスク分析 生活習慣病治療中断者数　　2022年　31名　（前年33名）
　　　　　治療中断発生率　2022年　8.73％（前年8.40％）

サ 11.特定健康診査の実施状況 特定健診分析 特定健診の実施率％
2021年　弊健保全体　90.3％　（全組合平均　80.5％）
2021年　被保険者　　98.7％　（全組合平均　92.6％）
2021年　被扶養者　　66.1％　（全組合平均　47.9％）
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シ 12.特定保健指導の実施状況 特定保健指導分析 特定保健指導の実施率％
2021年　弊健保全体　54.3％　（全組合平均　31.2％）
2021年　被保険者　　56.3％　（全組合平均　32.4％）
2021年　被扶養者　　27.3％　（全組合平均　16.0％）

ス 13.当健保の生活習慣 健康リスク分析 ◆2022年健康スコアリングレポートより「生活習慣」の比較　　2021年度
　加入者全体
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　当組合　　　　業態平均　　　
全組合平均
喫煙　△　（加入者全体喫煙率）　　　　23.8％　　　　25.9％　　　　2
3.3％
運動　◎　（運動習慣のある者）　　　　36.8％　　　　34.9％　　　　3
2.5％
食事　◎　（適切な食事習慣　）　　　　57.1％　　　　47.9％　　　　5
0.4％
飲酒　✕　（適切な飲酒習慣　）　　　　81.0％　　　　86.5％　　　　8
8.4％
睡眠　◎　（睡眠で休養が十分）　　　　71.4％　　　　64.1％　　　　6
4.4％

弊健保の事業主は「酒類メーカー」であり飲酒部門だけが生活習慣カテゴ
リーでポイントが低かった
”多重飲酒群”の割合が高かった。

セ 14.生活習慣病リスク保有者 健康リスク分析 ◆2022年健康スコアリングレポートより「生活習慣病リスク保有者」の比
較　　2021年度　加入者全体
　　　　　　　　　　　　　　当組合　　　　業態平均　　　全組合平均
内臓脂肪型肥満　〇　　　　　37.9％　　　　39.8％　　　　39.9％　
高血圧　　　　　△　　　　　35.6％　　　　37.0％　　　　35.3％
肝機能異常症　　△　　　　　33.6%　　　　31.2％　　　　32.8％
脂質異常症　　　〇　　　　　18.1％　　　　18.4％　　　　20.1％
糖尿病　　　　　〇　　　　　29.6％　　　　31.4％　　　　32.8％

”多飲酒者割合”が高い健保は、アルコール性・肝機能異常症となりやすい傾
向にある。同様に高血圧の原因の一つである。
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STEP２ 健康課題の抽出STEP２ 健康課題の抽出
No. STEP1

対応項目 基本分析による現状把握から見える主な健康課題 対策の方向性 優先すべき
課題

1
被保険者の特定健診受診率は98.7％となっており、全健保平均と比べて6.1
ポイント高い
被扶養者の健診受診率は66.1％となっており、全健保平均と比べて18.2ポイ
ント高い

 他健保より健診の実施率は高いが、被保険者では100%を目指す。被扶
養者の実施率もさらに向上させていく。
健診の目的は、メタボリックシンドロームや高血圧、糖尿病、脂質異常
症などの生活習慣病を早期発見し、早期対策に結びつけることが目的で
あるので、実施率の向上を徹底させて行く。



2
被保険者の特定保健指導参加率は56.3％となっており、全健保平均と比べて
23.9ポイント高い
被扶養者の健診受診率は27.3％となっており、全健保平均と比べて11.3ポイ
ント高い

 特定健診同様、被保険者・被扶養者それぞれの実施率を高めていく。
当健保では特定保健指導のリピーターが多く、連続して対象者になる場
合も多い。リピーター対策も行っていく。



3
総医療費（年次）が毎年・前年の5%程度上昇している。
年代別の医療費では50-54歳が一番ウエイトが高く構成比が
25.4％となっている。

 ・健診による病気の予防や早期の発見による重症化の回避
　による医療費抑制
・がん健診に加え、ＣＫＤなどダメージの大きい疾病の
　早期発見



4
主要疾病の有病者率をみると、そのうち「高血圧症」が
14.97％となっており他健保平均より6％程度高い  ・健診化に加え、日常の血圧チェックの習慣化。

・飲食睡眠等の状況の自己チェックおよび改善
　
・適度な運動習慣（ウォーキングラリーなどの活用）



5
弊健保・加入者の生活習慣の把握と改善
　睡眠、運動、食事は業態平均よりスコアが高く、
　喫煙は業態平均である。しかし飲酒に関しては、
　平均レベルを大きく下回っている。
　「多量飲酒群」割合；19.0％　（全組合平均；11.6％）

 ・飲酒に限らず適正な生活習慣の認識向上
（事業主が酒造メーカーであるため、適切な飲酒の徹底） 

基本情報基本情報
No. 特徴 対策検討時に留意すべき点

1

当健保の被保険者数は1,206名であり、小規模な単一健保である。
（加入者合計で2,334名）
被保険者の平均年齢は、男性47.5歳、女性44.2歳、合計46.8歳と全健保弊平均より高めであ
る。さらに分析すると、被保険者の50代は401名(構成比33％)に対し30代は220名(構成比18
％)と差が大きい。20代30代の若年層の構成比が小さく今後も平均年齢の上昇が予測される
。

 次期第４期データヘルス計画のころには、年齢構成も被保険者数も変動が予想される。
現在20代30代の加入者への健診実施の強化と生活習慣病の対策を今後はより徹底する。
（現にその世代の生活習慣病予備群も少なくない）　そのことで今後厳しくなる医療費
の削減に繋げていく。

2
当健保は医療専門職が不在である。日本全国に事業所があり、少人数の事業所には産業医が
おらず、面談をリモートで行うなど十分な対応になっていない。  事業主と一体となって保健事業を行い、加入者全体向けに対策を行う。

事業主・健保とそれぞれの守備範囲を確認してより充実させる。
この他、加入者が自分自身で行える健康対策を提案し保健事業の一つとする。

保健事業の実施状況保健事業の実施状況

サ

シ

イ，ウ

ケ，セ

ス，セ
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No. 特徴 対策検討時に留意すべき点
1 問診分析より、「運動習慣なし」の割合は男性被保険者で66.9％、女性被保険者で78.2％と

なっている。（合計で69.6％）  運動習慣のない人に運動の機会を提供する
（ウォーキンラリ―などの運動促進）

2 問診分析より、「保健指導を希望しない」割合は男性被保険者で69.6％、女性被保険者で66.
0％となっている。（合計で68.9％）  無関心層に対して健康維持管理の必要性を認識してもらうための情報発信を行うことに

より、ヘルスリテラシー向上を促す。（ＩＣＴツールなど）
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STEP３ 保健事業の実施計画STEP３ 保健事業の実施計画

事業の一覧事業の一覧
職場環境の整備職場環境の整備
　保健指導宣伝 　健康管理事業推進委員会の開催
加入者への意識づけ加入者への意識づけ
　保健指導宣伝 　健康保険組合ホームページ
　保健指導宣伝 　健保機関誌「健保だより」
　保健指導宣伝 　乳幼児・小児向け図書の配布
　体育奨励 　ＩＣＴツールの活用　【PepUp】
個別の事業個別の事業
　特定健康診査事業 　特定健康診査（被保険者）
　特定健康診査事業 　特定健康診査（被扶養者）
　特定保健指導事業 　特定保健指導
　保健指導宣伝 　ＩＣＴツールを活用した各種情報提供
　疾病予防 　二次健診
　疾病予防 　婦人健診
　疾病予防 　歯科健診
　疾病予防 　インフルエンザ予防接種
　疾病予防 　健康相談
　体育奨励 　ウォーキングラリー　”からだルネッサンス”　の実施
※事業は予算科目順に並び替えて表示されています。

事業全体の目的事業全体の目的
・保健事業において、普段から各自が健康維持の意識を持ち、そのための効果的な　
　健康習慣を身につける行動変容を促す。
・生活習慣病の発症を回避するべく、予防事業を充実させて早期発見することに
　より、重症化を防ぐ。
・保健事業の充実で健康を維持し医療費を抑制する
・事業主と健保が一体となって保険事業を展開して行く。

事業全体の目標事業全体の目標
・特定健診の実施率の向上
　　　【目標値】目標値　特定健診100％　特定保健指導65％
・医療費の抑制
　　健康事業の充実により、高額医療費の増加傾向の中、医療費を抑制していく
　　　【目標値】被保険者1人当たりの医療費（法定保険給付費）の上昇5%以下
　　　　　　　　　※令和4年度実績　286,998円/1人　を起算とする
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職場環境の整備職場環境の整備
15 15 15 20 20 25

保
健
指
導
宣
伝

1,2 既
存

健康管理事業
推進委員会の
開催

全て 男女
18
〜
74

加入者
全員 ３ イ,ウ,ケ,サ

保健事業について各事業
所の意見を集約し効果的
な運営を目指す。

ア,イ,ウ -
保健事業について各事業
所の意見を集約し効果的
な運営を目指す。（年２
回開催）

保健事業について各事業
所の意見を集約し効果的
な運営を目指す。（年２
回開催）

保健事業について各事業
所の意見を集約し効果的
な運営を目指す。（年２
回開催）

保健事業について各事業
所の意見を集約し効果的
な運営を目指す。（年２
回開催）

保健事業について各事業
所の意見を集約し効果的
な運営を目指す。（年２
回開催）

保健事業について各事業
所の意見を集約し効果的
な運営を目指す。（年２
回開催）

年２回　定例会議開催

弊健保・加入者の生活習慣の把握
と改善
　睡眠、運動、食事は業態平均よ
りスコアが高く、
　喫煙は業態平均である。しかし
飲酒に関しては、
　平均レベルを大きく下回ってい
る。
　「多量飲酒群」割合；19.0％　
（全組合平均；11.6％）

会議の開催(【実績値】0回　【目標値】令和6年度：2回　令和7年度：2回　令和8年度：2回　令和9年度：2回　令和10年度：2回　令和11年度：2回)- 事業主との協働討議事項(【実績値】0件　【目標値】令和6年度：1件　令和7年度：1件　令和8年度：1件　令和9年度：1件　令和10年度：1件　令和11年度：1件)事業主と協働で保険事業を討議し、役割分担を考
慮しながら保険事業の案件を展開してゆく

加入者への意識づけ加入者への意識づけ
600 600 650 650 650 650

保
健
指
導
宣
伝

2,5 既
存

健康保険組合
ホームページ 全て 男女

18
〜
74

加入者
全員 １ ス 他健保ＨＰの優れた点を

参考にする シ 多くの被保険者が必ず目
を通すような内容の実現

健康保険組合の現況の報
告。（予算決算）
健康保険制度に関する理
解。
健康管理や疾病予防など
の情報提供。
健康に関する関心を健康
維持に導く。

健康保険組合の現況の報
告。（予算決算）
健康保険制度に関する理
解。
健康管理や疾病予防など
の情報提供。
健康に関する関心を健康
維持に導く。

健康保険組合の現況の報
告。（予算決算）
健康保険制度に関する理
解。
健康管理や疾病予防など
の情報提供。
健康に関する関心を健康
維持に導く。

健康保険組合の現況の報
告。（予算決算）
健康保険制度に関する理
解。
健康管理や疾病予防など
の情報提供。
健康に関する関心を健康
維持に導く。

健康保険組合の現況の報
告。（予算決算）
健康保険制度に関する理
解。
健康管理や疾病予防など
の情報提供。
健康に関する関心を健康
維持に導く。

健康保険組合の現況の報
告。（予算決算）
健康保険制度に関する理
解。
健康管理や疾病予防など
の情報提供。
健康に関する関心を健康
維持に導く。

健康意識の高揚のため、タイムリーな健保
関連情報の提供。　
法令・規程・規約の変更に伴う情報提供・
届出書式の変更・告知。　迅速な対応。分
かりやすい、見やすい内容の検討・実現。

弊健保・加入者の生活習慣の把握
と改善
　睡眠、運動、食事は業態平均よ
りスコアが高く、
　喫煙は業態平均である。しかし
飲酒に関しては、
　平均レベルを大きく下回ってい
る。
　「多量飲酒群」割合；19.0％　
（全組合平均；11.6％）

年間発行回数(【実績値】2回　【目標値】令和6年度：2回　令和7年度：2回　令和8年度：2回　令和9年度：2回　令和10年度：2回　令和11年度：2回)- ホームページの内容の改良(【実績値】1回　【目標値】令和6年度：4回　令和7年度：4回　令和8年度：4回　令和9年度：4回　令和10年度：4回　令和11年度：4回)他健保のＨＰを参考に、上記事業目標を実現す
るべく、ホームページの内容の改良を最低年４回行う。（季節ごと）

620 620 650 650 650 650

2,5,8 既
存

健保機関誌「
健保だより」 全て 男女

18
〜
74

加入者
全員 １ ス

発行時期は４月末、１０
月末を原則とし、予算・
決算の報告は必須とする
。

シ
全ての被保険者が必ず目
を通すような内容を実現
する。

健康保険組合の現況の報
告。（予算決算）
健康保険制度に関する理
解。
健康管理や疾病予防など
の情報提供。
健康に関する関心を健康
維持に導く。

健康保険組合の現況の報
告。（予算決算）
健康保険制度に関する理
解。
健康管理や疾病予防など
の情報提供。
健康に関する関心を健康
維持に導く。

健康保険組合の現況の報
告。（予算決算）
健康保険制度に関する理
解。
健康管理や疾病予防など
の情報提供。
健康に関する関心を健康
維持に導く。

健康保険組合の現況の報
告。（予算決算）
健康保険制度に関する理
解。
健康管理や疾病予防など
の情報提供。
健康に関する関心を健康
維持に導く。

健康保険組合の現況の報
告。（予算決算）
健康保険制度に関する理
解。
健康管理や疾病予防など
の情報提供。
健康に関する関心を健康
維持に導く。

健康保険組合の現況の報
告。（予算決算）
健康保険制度に関する理
解。
健康管理や疾病予防など
の情報提供。
健康に関する関心を健康
維持に導く。

健康意識の高揚のため、タイムリーな健保
関連情報の提供。　機関誌は紙の印刷物の
利点（すべての被保険者に配布される）を
年２回
家庭用常備薬の斡旋（機関誌に常備薬の申
込書の同封）。

弊健保・加入者の生活習慣の把握
と改善
　睡眠、運動、食事は業態平均よ
りスコアが高く、
　喫煙は業態平均である。しかし
飲酒に関しては、
　平均レベルを大きく下回ってい
る。
　「多量飲酒群」割合；19.0％　
（全組合平均；11.6％）

発行部数(【実績値】1,100冊　【目標値】令和6年度：1,100冊　令和7年度：1,100冊　令和8年度：1,100冊　令和9年度：1,100冊　令和10年度：1,100冊　令和11
年度：1,100冊)被保険者数が変動しても１回あたり１人１冊配布する。

現在のところアウトカム指標は設定しにくい状況です。
(アウトカムは設定されていません)

250 250 250 250 250 250

5,6 新
規

乳幼児・小児
向け図書の配
布

全て 男女
20
〜
50

基準該
当者 １ ス

乳幼児・子供向けの図書
であるが、リアルタイム
の世代の他、親の世代に
参考になる図書である。
定期的は配付を行う。

シ
0〜1歳向け　誕生日に合
わせて配付
子供向け　　配付4月予定

乳幼児・小児向けの図書
の配布。
対象年齢の効果的な教育
に役立ち、
親世代のも大いに参考に
なる

乳幼児・小児向けの図書
の配布。
対象年齢の効果的な教育
に役立ち、
親世代のも大いに参考に
なる

乳幼児・小児向けの図書
の配布。
対象年齢の効果的な教育
に役立ち、
親世代のも大いに参考に
なる

乳幼児・小児向けの図書
の配布。
対象年齢の効果的な教育
に役立ち、
親世代のも大いに参考に
なる

乳幼児・小児向けの図書
の配布。
対象年齢の効果的な教育
に役立ち、
親世代のも大いに参考に
なる

乳幼児・小児向けの図書
の配布。
対象年齢の効果的な教育
に役立ち、
親世代のも大いに参考に
なる

・育児図書配付（0~1歳向け）　新生児　
誕生日起算に関連図書を配布
・子供向け（5〜9歳向け）　　 健康増進活
動

該当なし

新生児への配布率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和11年度：1
00％)出生率が鈍化している中、対象者へのバックアップとなるような対応を目指す。

現在のところアウトカム指標は設定しにくい状況です。
（新規の企画のため）
(アウトカムは設定されていません)

402 402 402 402 402 402

体
育
奨
励

2,5,6,
7,8

既
存

ＩＣＴツール
の活用　【Pep
Up】

全て 男女
18
〜
74

加入者
全員 １ ア,エ,ケ,ス

ＩＣＴのＷＥＢサイト企
画内容が多彩である。
・健康管理や疾病予防な
どの情報を与え健康に関
する関心を健康維持に導
く。
・健康関連イベントの開
催
イベント目標達成者には
、ポイント付与。集めて
商品交換可能。

シ
ＷＥＢサイトの登録
ＩＣＴ環境のない層への
対策

・随時・ＩＣＴ企画会社
による最新情報の提供∕
・ウォーキングラリー・
体重測定ラリー・健康ク
イズ∕・医療費の通知（
毎月）・ジェネリック医
薬品の通知（毎月）
・健診結果（毎年4月初め
に更新）

・随時・ＩＣＴ企画会社
による最新情報の提供∕
・ウォーキングラリー・
体重測定ラリー・健康ク
イズ∕・医療費の通知（
毎月）・ジェネリック医
薬品の通知（毎月）
・健診結果（毎年4月初め
に更新）

・随時・ＩＣＴ企画会社
による最新情報の提供∕
・ウォーキングラリー・
体重測定ラリー・健康ク
イズ∕・医療費の通知（
毎月）・ジェネリック医
薬品の通知（毎月）
・健診結果（毎年4月初め
に更新）

・随時・ＩＣＴ企画会社
による最新情報の提供∕
・ウォーキングラリー・
体重測定ラリー・健康ク
イズ∕・医療費の通知（
毎月）・ジェネリック医
薬品の通知（毎月）
・健診結果（毎年4月初め
に更新）

・随時・ＩＣＴ企画会社
による最新情報の提供∕
・ウォーキングラリー・
体重測定ラリー・健康ク
イズ∕・医療費の通知（
毎月）・ジェネリック医
薬品の通知（毎月）
・健診結果（毎年4月初め
に更新）

・随時・ＩＣＴ企画会社
による最新情報の提供∕
・ウォーキングラリー・
体重測定ラリー・健康ク
イズ∕・医療費の通知（
毎月）・ジェネリック医
薬品の通知（毎月）
・健診結果（毎年4月初め
に更新）

ＩＣＴツールの登録率のアップ（利用者の
増加促進）
健康関連イベントの参加率アップ（生活習
慣の改善）

弊健保・加入者の生活習慣の把握
と改善
　睡眠、運動、食事は業態平均よ
りスコアが高く、
　喫煙は業態平均である。しかし
飲酒に関しては、
　平均レベルを大きく下回ってい
る。
　「多量飲酒群」割合；19.0％　
（全組合平均；11.6％）
総医療費（年次）が毎年・前年の5
%程度上昇している。
年代別の医療費では50-54歳が一番
ウエイトが高く構成比が
25.4％となっている。

ＩＣＴ・ＷＥＢの登録率アップ(【実績値】52％　【目標値】令和6年度：54％　令和7年度：56％　令和8年度：58％　令和9年度：60％　令和10年度：62％　令和
11年度：64％)豊富な内容が網羅されているＷＥＢサイトであるが、サイトに登録をしないと参加ができないのが欠点。
新規加入者の勧誘はもちろん、未登録者への勧奨を地道に続け参加率を上げて行く。

ウォーキングラリーの参加率(【実績値】10.8％　【目標値】令和6年度：12％　令和7年度：14％　令和8年度：16％　令和9年度：18％　令和10年度：20％　令和11年度：22％)全加入者に対する参加率を高める
。

個別の事業個別の事業
5,000 5,000 5,000 5,200 5,200 5,200

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

新新
規規
既既
存存

事業名事業名
対象者対象者 注2)注2)

実施実施
主体主体

注3)注3)
プロセスプロセス

分類分類
実施方法実施方法

注4)注4)
ストラクストラク

チャーチャー
分類分類

実施体制実施体制
予算額(千円)予算額(千円)

事業目標事業目標 健康課題との関連健康課題との関連実施計画実施計画
対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 令和6年度令和6年度 令和7年度令和7年度 令和8年度令和8年度 令和9年度令和9年度 令和10年度令和10年度 令和11年度令和11年度

アウトプット指標アウトプット指標 アウトカム指標アウトカム指標
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特
定
健
康
診
査
事
業

3

既
存(

法
定)

特定健康診査
（被保険者） 全て 男女

40
〜
74

被保険
者,任意
継続者

１ ケ,サ

・事業主と連携し受診機
会の拡大を図る
・就業時間内での受診実
施の継続　（集団健診・
医療機関健診とも）（事
業主の合意）

ア

事業会社との連携で特定
健診を実施する。
未受診者の受診勧奨や健
診後の再検査対象者の検
査実施勧奨についても事
業会社の協力を得る。

健康診査受診率・維持拡
大
・勤務時間内の受診
・未受診者への受診勧奨
・健保負担３万円＋消費
税分での個人負担の軽減

健康診査受診率・維持拡
大
・勤務時間内の受診
・未受診者への受診勧奨
・健保負担３万円＋消費
税分での個人負担の軽減

健康診査受診率・維持拡
大
・勤務時間内の受診
・未受診者への受診勧奨
・健保負担３万円＋消費
税分での個人負担の軽減

健康診査受診率・維持拡
大
・勤務時間内の受診
・未受診者への受診勧奨
・健保負担３万円＋消費
税分での個人負担の軽減

健康診査受診率・維持拡
大
・勤務時間内の受診
・未受診者への受診勧奨
・健保負担３万円＋消費
税分での個人負担の軽減

健康診査受診率・維持拡
大
・勤務時間内の受診
・未受診者への受診勧奨
・健保負担３万円＋消費
税分での個人負担の軽減

特定健診受診は、生活習慣病の予防につな
がり重症化を防止することの認識を高め、
受診率向上を図る。
事業所や被保険者と協力し、特定健診の案
内を行い、受診率向上を図る。

被保険者の特定健診受診率は98.7
％となっており、全健保平均と比
べて6.1ポイント高い
被扶養者の健診受診率は66.1％と
なっており、全健保平均と比べて1
8.2ポイント高い

特定健診実施率(【実績値】95％　【目標値】令和6年度：96％　令和7年度：97％　令和8年度：98％　令和9年度：99％　令和10年度：100％　令和11年度：100
％)令和5年度の健診率見込は95％で厚労省目標を上回る予測であるが、生活習慣病減少を目指し100％を最終目標とする。

肝機能異常値リスク保有者割合の前年比減少(【実績値】0％　【目標値】令和6年度：0.4％　令和7年度：0.4％　令和8年度：0.4％　令和9年度：0.4％　令和10年度：0.4％　令和11年度：0.4％)生活習慣病リスク
保有者のうち、最も平均以上である「肝機能異常値リスク」に着目。飲酒習慣の改善施策に合わせ推移をトレースする。（令和4年リスク保有者割合；実績33.6％　令和5年度；直近実績33.8％　令和4年度全健保
組合平均；39.9％）
●肝機能異常値基準　ALS；31、ALT；31以上、γ―GT；51以上　の何れか

-
内臓脂肪型肥満リスク保有者割会の減少(【実績値】0％　【目標値】令和6年度：0.4％　令和7年度：0.4％　令和8年度：0.4％　令和9年度：0.4％　令和10年度：0.4％　令和11年度：0.4％)生活習慣病のうち、多
くの疾病原因につながる内臓脂肪型肥満についても注目。減少率について追跡する。
（令和4年リスク保有者割合；実績37.9％　令和5年度；直近実績38.1％　令和4年度全健保組合平均；32.8％）
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4

既
存(

法
定)

特定健康診査
（被扶養者） 全て 男女

40
〜
74

被扶養
者,任意
継続者

１ イ,ウ,ケ

健康診査未受診者のパタ
ーン分析をもとに、パタ
ーン毎に異なるコンテン
ツによる健康診査受診勧
奨通知によって、健康診
査の受診を促す。

ア,カ

条件別の該当者抽出や通
知物の作成、発送はサー
ビス提供事業者に委託し
、業務負担の軽減を図る
。
ＩＣＴツールの活用も併
用する。

健康診査受診率・維持拡
大
健診費用の健保負担
被扶養者対象者に対する
健診案内・参加勧奨の徹
底

健康診査受診率・維持拡
大
健診費用の健保負担
被扶養者対象者に対する
健診案内・参加勧奨の徹
底

健康診査受診率・維持拡
大
健診費用の健保負担
被扶養者対象者に対する
健診案内・参加勧奨の徹
底

健康診査受診率・維持拡
大
健診費用の健保負担
被扶養者対象者に対する
健診案内・参加勧奨の徹
底

健康診査受診率・維持拡
大
健診費用の健保負担
被扶養者対象者に対する
健診案内・参加勧奨の徹
底

健康診査受診率・維持拡
大
健診費用の健保負担
被扶養者対象者に対する
健診案内・参加勧奨の徹
底

特定健診受診は、生活習慣病の予防につな
がり重症化を防止することの認識を高め、
受診率向上を図る。
事業所や被保険者と協力し、特定健診の案
内を行い、受診率向上を図る。

被保険者の特定健診受診率は98.7
％となっており、全健保平均と比
べて6.1ポイント高い
被扶養者の健診受診率は66.1％と
なっており、全健保平均と比べて1
8.2ポイント高い

特定健診実施率(【実績値】62％　【目標値】令和6年度：64％　令和7年度：66％　令和8年度：68％　令和9年度：70％　令和10年度：72％　令和11年度：74％)
令和4年度実績は64.1％　令和5年度の実績見込は62.0％　更なる健診実施率の上昇を目指す。

案内送付率(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和11年度：100％)事業主の事業会社間のイントラ掲載と健保Ｈ
Ｐでの健診実施案内実施。申込締切前の健診参加勧奨の実施。健診業者からの案内の実施。
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4 既
存 特定保健指導 全て 男女

40
〜
74

加入者
全員,基
準該当

者
１ エ,キ,ク,ケ

,サ

被保険者を中心に実施す
る。事業主と連携し被保
険者が就業時間内に特定
保健指導に参加できる体
制の継続。事業主からも
健康維持を唱え対象者に
面談実施勧奨を行う。

ア,ウ,コ
事業主、医療機関、特定
保健指導協力実施業者と
の連携を高めて実施して
いく

面談方法を多様化して実
施開始
・事業所直接面談（工場
など生産部署）
・事業所ＩＣＴ面談（営
業部署など）
・個別ＩＣＴ面談（小規
模事業所・遠隔地）　
リピーター対策（モチベ
―ション維持）　　　　

面談方法の多様化の継続
事業所による実施率の格
差の解消
高実施率事業所の事例の
水平化
被扶養者の特定保健指導
の実施率向上

面談方法の多様化の継続
事業所による実施率の格
差の解消
リピーター対策（モチベ
―ション維持）
被扶養者の特定保健指導
の実施率向上

面談方法の多様化の継続
事業所による実施率の格
差の解消
高実施率事業所の事例の
水平化
被扶養者の特定保健指導
の実施率向上

面談方法の多様化の継続
事業所による実施率の格
差の解消
リピーター対策（モチベ
―ション維持）
被扶養者の特定保健指導
の実施率向上

面談方法の多様化の継続
事業所による実施率の格
差の解消
高実施率事業所の事例の
水平化
被扶養者の特定保健指導
の実施率向上

生活習慣病を予防するために、国の定める
基準の該当者に対して、特定保健指導を実
施し、特定保健指導の該当者割合を減少さ
せる。

被保険者の特定保健指導参加率は5
6.3％となっており、全健保平均と
比べて23.9ポイント高い
被扶養者の健診受診率は27.3％と
なっており、全健保平均と比べて1
1.3ポイント高い

特定保健指導実施率(【実績値】54％　【目標値】令和6年度：56％　令和7年度：58％　令和8年度：60％　令和9年度：62％　令和10年度：64％　令和11年度：6
6％)特定保健指導実施率の令和5年度の見込は54％、毎年2%上昇を目標とする。

特定保健指導対象者割合(【実績値】14％　【目標値】令和6年度：13％　令和7年度：12％　令和8年度：11％　令和9年度：10％　令和10年度：9％　令和11年度：8％)特定保健指導実施率の令和5年度の見込は1
4％、毎年1%減少を目標とする。

- - - - - -
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2,5,7,
8

既
存

ＩＣＴツール
を活用した各
種情報提供

全て 男女
18
〜
74

加入者
全員 １ ア,エ

ICTツールを利用し、個人
別の情報（健康診断結果
・医療費・ＧＥ差額通知
　等）や個人の健康状態
（実年齢と体力年齢の比
較　等）の情報も提供す
る。

ア

今後、健康情報を得るた
めのメインツールとして
位置づけが必要。事業所
と協働でＩＣＴ登録率を
もっと向上させる。（現
在のＩＣＴツール登録率
；52％）∕ＩＣＴ環境の
ない層の対策は別途検討

加入者の健康状況を認識
させ、健康維持・向上の
ために実行する意識をつ
けてもらうための企画を
ＩＣＴサイトで企画して
行く。ＩＣＴツールの登
録率アップ。

加入者の健康状況を認識
させ、健康維持・向上の
ために実行する意識をつ
けてもらうための企画を
ＩＣＴサイトで企画して
行く。ＩＣＴツールの登
録率アップ。

加入者の健康状況を認識
させ、健康維持・向上の
ために実行する意識をつ
けてもらうための企画を
ＩＣＴサイトで企画して
行く。ＩＣＴツールの登
録率アップ。

加入者の健康状況を認識
させ、健康維持・向上の
ために実行する意識をつ
けてもらうための企画を
ＩＣＴサイトで企画して
行く。ＩＣＴツールの登
録率アップ。

加入者の健康状況を認識
させ、健康維持・向上の
ために実行する意識をつ
けてもらうための企画を
ＩＣＴサイトで企画して
行く

加入者の健康状況を認識
させ、健康維持・向上の
ために実行する意識をつ
けてもらうための企画を
ＩＣＴサイトで企画して
行く

個人別の情報を提供することにより、生活
習慣病の予防意識を高めること。

総医療費（年次）が毎年・前年の5
%程度上昇している。
年代別の医療費では50-54歳が一番
ウエイトが高く構成比が
25.4％となっている。
弊健保・加入者の生活習慣の把握
と改善
　睡眠、運動、食事は業態平均よ
りスコアが高く、
　喫煙は業態平均である。しかし
飲酒に関しては、
　平均レベルを大きく下回ってい
る。
　「多量飲酒群」割合；19.0％　
（全組合平均；11.6％）

ＩＣＴツールの登録率アップ(【実績値】52％　【目標値】令和6年度：54％　令和7年度：56％　令和8年度：58％　令和9年度：60％　令和10年度：62％　令和
11年度：64％)入社する被保険者の加入率を100％とする。被扶養者（特に配偶者）の登録率が低いので、登録勧奨する。インセンティブの検討を行う。 事業所の連携率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和11年度：100％)事業所経由でも登録勧奨を行う。
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3,4 既
存 二次健診 全て 男女

18
〜
74

加入者
全員,基
準該当
者,任意
継続者

１ ク,ケ
4月の健診開始時より健診
結果から再検査が発生次
第随時実施　通年対応　
（胃・大腸のみ）
費用全額負担

カ
再検査により治療の判定
が明確になり、早期治療
に繋がる

再検査対象者の再検査実
施（胃・大腸）
再検査対象部位の拡大検
討
費用全額健保負担
対象者再検査実施率100％
再検査未実施者、検査実
施勧奨

再検査対象者の再検査実
施（胃・大腸）
再検査対象部位の拡大（
腎臓・ＣＫＤ）
費用全額健保負担
対象者再検査実施率100％
再検査未実施者、検査実
施勧奨

再検査対象者の再検査実
施
費用全額健保負担
対象者再検査実施率100％
再検査未実施者、検査実
施勧奨

再検査対象者の再検査実
施
費用全額健保負担
対象者再検査実施率100％
再検査未実施者、検査実
施勧奨

再検査対象者の再検査実
施
費用全額健保負担
対象者再検査実施率100％
再検査未実施者、検査実
施勧奨

再検査対象者の再検査実
施
費用全額健保負担
対象者再検査実施率100％
再検査未実施者、検査実
施勧奨

再検査対象者の検査実施率を100％とする
。原因の特定を迅速に行い早期発見・早期
治療に結び付け疾病の重症化を防ぐ

主要疾病の有病者率をみると、そ
のうち「高血圧症」が
14.97％となっており他健保平均よ
り6％程度高い
総医療費（年次）が毎年・前年の5
%程度上昇している。
年代別の医療費では50-54歳が一番
ウエイトが高く構成比が
25.4％となっている。

再検査実施率(【実績値】95％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和11年度：10
0％)再検査対象者の再検査実施率100％　

事業所連携率(【実績値】95％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和11年度：100％)再検査対象者の検査実施勧奨に関し、事業
所によって対応に差がある。完全実施を目指す。
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予予
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注1)注1)
事業事業
分類分類

新新
規規
既既
存存

事業名事業名
対象者対象者 注2)注2)

実施実施
主体主体

注3)注3)
プロセスプロセス

分類分類
実施方法実施方法

注4)注4)
ストラクストラク

チャーチャー
分類分類

実施体制実施体制
予算額(千円)予算額(千円)

事業目標事業目標 健康課題との関連健康課題との関連実施計画実施計画
対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 令和6年度令和6年度 令和7年度令和7年度 令和8年度令和8年度 令和9年度令和9年度 令和10年度令和10年度 令和11年度令和11年度

アウトプット指標アウトプット指標 アウトカム指標アウトカム指標
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3 既
存 婦人健診 全て 女性

25
〜
74

基準該
当者 １ ケ,サ 対象者に対して実施。健

診費用の健保負担。 ア

被保険者の場合、通常の
健診でカバーできていな
い部分であり、健診実施
率を上げる
被扶養者の場合、健診実
施率が今一つであり、健
診実施勧奨をさらに積極
的に実施する。

婦人健診の実施
被保険者の健診実施勧奨
の強化
被扶養者の健診対象者の
確認、案内書の100％発送
、健診医療機関の件数を
確保

婦人健診の実施
被保険者の健診実施勧奨
の強化
被扶養者の健診対象者の
確認、案内書の100％発送
、健診医療機関の件数を
確保

婦人健診の実施
被保険者の健診実施勧奨
の強化
被扶養者の健診対象者の
確認、案内書の100％発送
、健診医療機関の件数を
確保

婦人健診の実施
被保険者の健診実施勧奨
の強化
被扶養者の健診対象者の
確認、案内書の100％発送
、健診医療機関の件数を
確保

婦人健診の実施
被保険者の健診実施勧奨
の強化
被扶養者の健診対象者の
確認、案内書の100％発送
、健診医療機関の件数を
確保

婦人健診の実施
被保険者の健診実施勧奨
の強化
被扶養者の健診対象者の
確認、案内書の100％発送
、健診医療機関の件数を
確保

生活習慣病の予防のため健診を受診するこ
とを習慣づけて行く。乳がんや子宮頸がん
だけでなく、血液や血圧の不調など女性特
有の疾病を放置させない。

被保険者の特定健診受診率は98.7
％となっており、全健保平均と比
べて6.1ポイント高い
被扶養者の健診受診率は66.1％と
なっており、全健保平均と比べて1
8.2ポイント高い
総医療費（年次）が毎年・前年の5
%程度上昇している。
年代別の医療費では50-54歳が一番
ウエイトが高く構成比が
25.4％となっている。

婦人健診の参加人数(【実績値】255人　【目標値】令和6年度：280人　令和7年度：290人　令和8年度：300人　令和9年度：310人　令和10年度：320人　令和11
年度：330人)-

被扶養者対象者の案内送付率(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和11年度：100％)引続き被扶養者対象者への
案内を徹底する。
対象者の加入脱退の件数が多く、毎年リストのチェックも徹底する。
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3,4 既
存 歯科健診 全て 男女

0
〜
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加入者
全員,基
準該当

者
１ ケ,サ

【目的】口腔疾患診査と
歯石除去および歯みがき
指導　口腔疾患がもたら
す疾病の予防　歯科受診
勧奨
【概要】集団健診； 事業
会社事業所15ヶ所での歯
科健診　∕ﾌｧﾐﾘｰ健診；東
名阪+福岡+札幌の会場で
の健保との共同開催　∕ﾈ
ｯﾄﾜｰｸ健診； 歯科健診委託
業者指定の全国の歯科医
での健診

ア,カ,シ

事業会社との連携で歯科
健診を実施する。（集団
歯科健診、日程、会場や
就業時間での実施）
歯科健診委託企業との連
携体制維持

歯科健診の実施（健診方
法は継続）
加入者健診費用の費用全
額負担（継続）
歯科特定保健指導の導入
検討

歯科健診の実施（健診方
法は継続）
加入者健診費用の費用全
額負担（継続）
歯科特定保健指導の一部
実施

歯科健診の実施（健診方
法は継続）
加入者健診費用の費用全
額負担（継続）
歯科特定保健指導の一部
実施

歯科健診の実施（健診方
法は継続）
加入者健診費用の費用全
額負担（継続）
歯科特定保健指導の一部
実施

歯科健診の実施（健診方
法は継続）
加入者健診費用の費用全
額負担（継続）
歯科特定保健指導の一部
実施

歯科健診の実施（健診方
法は継続）
加入者健診費用の費用全
額負担（継続）
歯科特定保健指導の一部
実施

全体の健康状態向上を図るため、歯科疾患
の予防と早期治療を促す。歯科疾患が生活
習慣病の原因をもたらすことを認識させる
。歯科健診からも医療費の削減につなげる
。

総医療費（年次）が毎年・前年の5
%程度上昇している。
年代別の医療費では50-54歳が一番
ウエイトが高く構成比が
25.4％となっている。

歯科健診参加者数(【実績値】540人　【目標値】令和6年度：550人　令和7年度：560人　令和8年度：570人　令和9年度：580人　令和10年度：590人　令和11年
度：600人)費用全額健保負担実施以後、参加数が増えている。令和5年度歯科健診参加者数（被保険者・被扶養者合算）；540名　（参考：加入者数1,984名 歯科健診案合送付率(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和11年度：100％)被扶養者向けの歯科健診案合送付率

3,800 3,800 3,800 3,800 3,800 3,800

8 既
存 インフルエン

ザ予防接種 全て 男女
18
〜
74

被保険
者,基準
該当者,
任意継

続者
１ ケ,サ,ス インフルエンザ接種によ

る重症化防止
ア,カ 事業所の集団接種実施に

関し就業時間での実施。
（事業主の了解）

インフルエンザ接種重症
化防止
対象者年1回接種　実施時
期　10〜1月
対象者　接種費用全額健
保負担（継続）

インフルエンザ接種重症
化防止
対象者年1回接種　実施時
期　10〜1月
対象者　接種費用全額健
保負担（継続）

インフルエンザ接種重症
化防止
対象者年1回接種　実施時
期　10〜1月
対象者　接種費用全額健
保負担（継続）

インフルエンザ接種重症
化防止
対象者年1回接種　実施時
期　10〜1月
対象者　接種費用全額健
保負担（継続）

インフルエンザ接種重症
化防止
対象者年1回接種　実施時
期　10〜1月
対象者　接種費用全額健
保負担（継続）

インフルエンザ接種重症
化防止
対象者年1回接種　実施時
期　10〜1月
対象者　接種費用全額健
保負担（継続）

①対象；被保険者、被扶養者（学生を除く
）、任意継続被保険者について接種費用を
健保が全額負担　②実施方法；A.事業会社
事業所での集団接種　8か所　B.医療機関で
の個別接種（集団接種が企画できない地区
など）

総医療費（年次）が毎年・前年の5
%程度上昇している。
年代別の医療費では50-54歳が一番
ウエイトが高く構成比が
25.4％となっている。

被保険者の接種者数(【実績値】880人　【目標値】令和6年度：895人　令和7年度：910人　令和8年度：925人　令和9年度：940人　令和10年度：955人　令和11
年度：970人)平成5年度インフルエンザ予防接種接種者数　被保険者　878名（全体1,136名中　率77.3％）　被扶養者　117名（全体848名中　率13.8％）　加入者
合計　995名（全体1,984名　率50.2％）　∕　令和11年度の被保険者接種率85％を目指す。　被扶養者の接種に関しては特に目標は立てないが、接種の案内率を10
0％とする。

事業所連携率(【実績値】100％　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和11年度：100％)事業所の集団接種（7か所）の予防接種に
おける会場確保、就業時間内での実施等の協力体制
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4,6 既
存 健康相談 全て 男女

18
〜
74

加入者
全員 ２ エ,オ ＩＣＴツールを使用した

健康相談 ア,オ,カ,ク -
ＩＣＴツールを利用した
健康相談
優良医療機関の紹介もＩ
ＣＴで実施

ＩＣＴツールを利用した
健康相談
優良医療機関の紹介もＩ
ＣＴで実施

ＩＣＴツールを利用した
健康相談
優良医療機関の紹介もＩ
ＣＴで実施

ＩＣＴツールを利用した
健康相談
優良医療機関の紹介もＩ
ＣＴで実施

ＩＣＴツールを利用した
健康相談
優良医療機関の紹介もＩ
ＣＴで実施

ＩＣＴツールを利用した
健康相談
優良医療機関の紹介もＩ
ＣＴで実施

【目的】メンタルを含む健康相談　【概要
】ＩＣＴサイトで健康相談、メンタルヘル
ス相談と優良医療機関の紹介　（電話相談
からＩＣＴサイト版に変更（Ｒ4年）、時間
に制約が少なくなるため相談が受けやすい
）
　　　　

総医療費（年次）が毎年・前年の5
%程度上昇している。
年代別の医療費では50-54歳が一番
ウエイトが高く構成比が
25.4％となっている。
弊健保・加入者の生活習慣の把握
と改善
　睡眠、運動、食事は業態平均よ
りスコアが高く、
　喫煙は業態平均である。しかし
飲酒に関しては、
　平均レベルを大きく下回ってい
る。
　「多量飲酒群」割合；19.0％　
（全組合平均；11.6％）

相談件数（月間平均）(【実績値】12回　【目標値】令和6年度：12回　令和7年度：12回　令和8年度：12回　令和9年度：12回　令和10年度：12回　令和11年度
：12回)-

この項目では、他事例との比較がしにくいため設定しない
(アウトカムは設定されていません)

402 402 402 402 402 402

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

新新
規規
既既
存存

事業名事業名
対象者対象者 注2)注2)

実施実施
主体主体

注3)注3)
プロセスプロセス

分類分類
実施方法実施方法

注4)注4)
ストラクストラク

チャーチャー
分類分類

実施体制実施体制
予算額(千円)予算額(千円)

事業目標事業目標 健康課題との関連健康課題との関連実施計画実施計画
対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 令和6年度令和6年度 令和7年度令和7年度 令和8年度令和8年度 令和9年度令和9年度 令和10年度令和10年度 令和11年度令和11年度

アウトプット指標アウトプット指標 アウトカム指標アウトカム指標
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2,5,8 既
存

ウォーキング
ラリー　”から
だルネッサン
ス”　の実施

全て 男女
18
〜
74

被保険
者,基準
該当者 ２ エ,キ,ケ,シ

ＩＣＴツール経由で年2回
（4月・10月）ウォーキン
グラリーのイベント実施
。1日当り平均8000歩歩行
。8000以上でポイント付
与。獲得ポイントで景品
引き換え。

ア

今後、健康維持向上活動
を得るためにＩＣＴツー
ルが必要。事業所と協働
でＩＣＴ登録率をもっと
向上させ参加率を上げる
。（現在のＩＣＴツール
登録率；52％）∕ＩＣＴ
環境のない層の対策は別
途検討。令和3年にＩＣＴ
化されたが、工場従業員
の多い事業所ではＩＣＴ
環境が無い層が多かった
ので、参加率は減少して
しまった。

ウォーキングラリー実施
による健康維持・向上の
ための習慣の構築。参加
率の向上のための施策（
継続）

ウォーキングラリー実施
による健康維持・向上の
ための習慣の構築。参加
率の向上のための施策（
継続）

ウォーキングラリー実施
による健康維持・向上の
ための習慣の構築。参加
率の向上のための施策（
継続）

ウォーキングラリー実施
による健康維持・向上の
ための習慣の構築。参加
率の向上のための施策（
継続）

ウォーキングラリー実施
による健康維持・向上の
ための習慣の構築。参加
率の向上のための施策（
継続）

ウォーキングラリー実施
による健康維持・向上の
ための習慣の構築。参加
率の向上のための施策（
継続）

生活習慣病を予防するために、全員参加型
のキャンペーンより、生活習慣病対策への
意欲向上を促し、よい生活習慣を身につけ
ること。

総医療費（年次）が毎年・前年の5
%程度上昇している。
年代別の医療費では50-54歳が一番
ウエイトが高く構成比が
25.4％となっている。
弊健保・加入者の生活習慣の把握
と改善
　睡眠、運動、食事は業態平均よ
りスコアが高く、
　喫煙は業態平均である。しかし
飲酒に関しては、
　平均レベルを大きく下回ってい
る。
　「多量飲酒群」割合；19.0％　
（全組合平均；11.6％）

ウォーキングラリー参加率(【実績値】10.8％　【目標値】令和6年度：12％　令和7年度：14％　令和8年度：16％　令和9年度：18％　令和10年度：20％　令和11
年度：22％)ウォーキングラリー　令和5年度秋（10月）の参加者　123名　（被保険者1,136名　参加率10.8％）

事業所の連携率(【実績値】-　【目標値】令和6年度：100％　令和7年度：100％　令和8年度：100％　令和9年度：100％　令和10年度：100％　令和11年度：100％)事業所経由でもＩＣＴ登録勧奨を行いウォー
キングラリー参加勧奨を行う。

注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導・受診勧奨  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．後発医薬品の使用促進  ８．その他の事業
注２) １．健保組合  ２．事業主が主体で保健事業の一部としても活用  ３．健保組合と事業主との共同事業
注３) ア．加入者等へのインセンティブを付与  イ．受診状況の確認（要医療者・要精密検査者の医療機関受診状況）  ウ．受診状況の確認（がん検診・歯科健診の受診状況）  エ．ＩＣＴの活用  オ．専門職による健診結果の説明  カ．他の保険者と共同で集計データを持ち寄って分析を実施  キ．定量的な効果検証の実施

ク．対象者の抽出（優先順位づけ、事業所の選定など）  ケ．参加の促進（選択制、事業主の協力、参加状況のモニタリング、環境整備）  コ．健診当日の面談実施・健診受診の動線活用  サ．就業時間内も実施可（事業主と合意）  シ．保険者以外が実施したがん検診のデータを活用  ス．その他
注４) ア．事業主との連携体制の構築  イ．産業医または産業保健師との連携体制の構築  ウ．外部委託先の専門職との連携体制の構築  エ．他の保険者との健診データの連携体制の構築  オ．自治体との連携体制の構築  カ．医療機関・健診機関との連携体制の構築  キ．保険者協議会との連携体制の構築  ク．その他の団体との連携体制の構築

ケ．保険者内の専門職の活用（共同設置保健師等を含む）  コ．運営マニュアルの整備（業務フローの整理）  サ．人材確保・教育（ケースカンファレンス∕ライブラリーの設置）  シ．その他
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目目
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分類分類

新新
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既既
存存

事業名事業名
対象者対象者 注2)注2)

実施実施
主体主体

注3)注3)
プロセスプロセス

分類分類
実施方法実施方法

注4)注4)
ストラクストラク

チャーチャー
分類分類

実施体制実施体制
予算額(千円)予算額(千円)

事業目標事業目標 健康課題との関連健康課題との関連実施計画実施計画
対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 令和6年度令和6年度 令和7年度令和7年度 令和8年度令和8年度 令和9年度令和9年度 令和10年度令和10年度 令和11年度令和11年度

アウトプット指標アウトプット指標 アウトカム指標アウトカム指標
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